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(1) 三重大学と桑名市が相互の連携協力

協定を締結することについて



三重大学と桑名市の相互友好協力協定書

三重大学と桑名市は、相互の連携協力について次のとおり協定を

締結する。

両者は次の事項について協力する。
1 ) 桑名市総合計画 ･行政改革大綱等の策定と推進及び進捗管理

2 ) 地域産業の育成及び振興に関する諸課題への対応

3 ) 教育 ･文化 ･歴史 ･生涯学習に関する諸課題への対応

4 ) 自然 ･生活環境に関する諸課題への対応
/

亘) 曜擾艫 偉廳温盡福融吐における顫翼題への対團

6 ) 社会基盤整備 ･防災に関する諸課題への対応

7 ) 前各号に掲げるもののほか、目的を達成するために必要な分

野での協力

2 協力の形式、 協力による成果の利用条件等については、 事業ご

とに両者間で協議の上、 定めるものとする。

3 この協定は、 両者の代表が署名した日に発効し、 3 年間に限り

有効とする。ただし、三重大学または桑名市から異議の申し立て
がない場合は、 3 年毎に自動的に更新される。
本協定書は2 通作成され、 いずれも正文であり、両者が 1通ず

つ保管する。

平成 2 5 年 月 日平成 2 5 年 月 ,日

桑名市長三重大学長

｢署 名｣ ｢押 印｣ ｢署 名｣ ｢押 印｣



(2) 新病院整備事業費の見直しについて



新病院整備事業費の見直しについて

平成25年5月20日

桑名市
桑名市総合医療センター



新病院整備事業費の見直しの経緯

平成23年 2月 市が施設整備計画を策定して｢地域医療再生臨時特例交付金｣を申請。

平成24年 4月 桑名市民病院と山本総合病院とが統合し、桑名市総合医療センターが
発足。 -

7月 市が｢桑名市新病院支援委員会｣、｢桑名市議会潮病院の整備等に関する
特別委員会｣等の意見を聴いて｢桑名市総合医療センター基本構想 ･
基本計画｣を策定。

9月 センターが公募型プロポーザル方式で新病院基本設計事業者を選定。

10月 事業者が基本誰群仁者手。

平成25年 2月 市が交付金申請時の施設整備計画を前提とする新病院整備事業費を
当初予算に計上。

3月 事業者が基本設計を完了。
ャ、ノターが市に対して基本設計を報告。
市が｢地方独立行政法人桑名市総合医療センター評価委員会｣に対して
基本設計を報告。

センターより、市に対し、施設整備計画の見直 uこ伴う新病院整備事業費の飢星直し奎塾囮
菫-戦あ
　



施設整備計画の見直しの必要性
　 　 　 　 　 　　 　　

計 .大規模災害に対応可能な施設整備 事…~‐‐--　
　
　 　 　 　　 　 　

　
　

“ ○ 南海トラフ巨大地震で想定される最大津波に際しても、病院機能の継続が
可能となるよう、既存棟 ･新築棟の1･2階部分に診療施設 ･エネルギー供給施設を

≧

配置しないことを基本とする取扱い。
(注) ｢南海トラフの巨大地震による津波高 浸水城等(第二次報告)及び被害想定(第一次報告)に
ついて｣(平成24年8月29日 内閣府(防災担当)報道発表資料)によると、桑名市の最大津波高は、
5 m 。

0 これに伴い、既存棟に配置可能な病床数が減少し、新築棟に配置を必要とする
病床数が増加。

2 .患者の療養環境に配慮した施設整備

0 新築棟の1･2階部分に立体駐車場を整備。
0 新築棟の一つに外来診療機能を集約し、入院･救急患者と外来･一般患者とが
交錯しない動線を確保。

3 / J、児 ･周産期医療の充実

O N ICU (新生児集中治療室)の新設を3床から6床へ見直し。
O G CU (新生児治療回復室)7床を新設。



施設整備計画の見直しの内容
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工事費の縮減のための取組み

既存棟の改修の範囲の精査
0 全面的な機器等の搬出入が必要となる既存棟の改修の範囲について、
相互に関連する病院機能を集約するために必要最小限となるよう、精査。

÷ ｢ ▲7,84 3 r言 十一

三 ｢ ▲11.6億円 十一

3.M刊(磁気共鳴画像装置リシ÷ルド工事･厨房機器設置工事の別途対応
O M RIシールド工事 ･厨房機器設置工事について、施設整備と別途に、
機器購入又は業務委託で対応。

l▲2.4億円 ー
ノ 4



新病院整備事業費の見直しの内容
(平成23 ~ 26年度)

･ 一 l

! 106,o億円二 ｢ 目 頭 肩 町 → 141,o億円 【
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見直し前 見直し分 見直し後

工事費
r 一- - - - - - - - - -

l新築
L - - - - - - - - - - 【
-

駐車場
!
r - - - - - - - ｣ - - -←

l外横
｣ - - - - - - - - - - -‐
I

:改修
-
r - - - - - - - - - - -℃

ご肖費税

54 .7 3 3 .O 8 7 .6

新築 5 0 .0 16 3 6 6 .3

駐車場
･

1 0 .4 1 0 .4

外横 0 3 0 .6 1 .O

改修 1 .7 1 .7 3 .4

消費税 2 .6 3 .9 6 5

実施設計費 0 .8 1 .4 2 .3

施工監理費 0 .4 0 .6 1 .O

その他 0 .5
･

一
0 .5

見直し前 見直し分 見直し後

民間病院買取費
用 (注の

2 2 .2 2 2 .2

用地取得費(注
2)

6 .6 6 .6

備品購入費 5 3 5 3

移転費用 0 .5 0 .5

医療機器整備 1 3 .O 1 3 .O

電子カルテ 2 .0 2 .O

G主1) 民間病院買取費用は、職員用の立体駐車場の建設に
係る保証金(1 0億円)を除く。

G主2) 用地取得費は、建物補償費用(1.o億円)、
営業補償費用(o.1億円)、テナント解約費用 (o.o億円)
及び境界調査費用(o.o億円)を除く。 5



新病院整備事業費の見直しを
補正予算に計上する必要性

ノ
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ジ○ 施設整備計画の見直 uこ伴い、工事面積が増加するため、
新病院整備事業費の見直しを補正予算に計上することが
必要。

0 仮に、新病院整備事業費の見直しを補正予算に
計上しないと、新築棟(立体駐車場部分を除く。)の
工事費単価が低廉となってしまうところ。したがって、
入札が不調となり、再入札が必要となるおそれ。

0 なお、予算を執行する段階でも、競争入札を
実施することにより、工事費等の縮減に取り組む方針。



新病院整備事業費の見直しを計上した補正予算を
平成25年6月の市議会に提出する必要性

　
　

　　
　　
　　　
　

　

　
　
　

　　　　　

!○ 平成27年4月における新病院の開設に向けて、補正予算成立後に
実施設計を完了した上で、建築確認申請手続と工事発注手続とを
並行して進め、平成25年11月頃に工事に着手し、工事完了後に
機器等の搬出入を実施することが必要。

･ 0 そのうち、
① 補正予算成立後の実施設計完了には、少なくとも3カ月程度
② 工事発注手続には、少なくとも1カ月程度

k

③ 工事には、少なくとも15カ月程度
④ 機器等の搬出入には、少なくとも2カ月程度
の期間が必要。

0 このため、仮に、新病院整備事業計画の見直しを計上した補正予算を
平成25年9月の市議会に提出しようとすると、当初予算の枠内で
実施設計を完了することが困難。したがって、工事の着手が早くても
平成26年2月頃、新病院の開設が早くても平成27年7月頃とならざるを
得ないところ。

　 　 　



新病院整備事業費の見直しの財源

0 新病院整備事業費の見直 uこ伴う予算の補正分のうち、
① 4分の釘こ関しては、合併特例事業債
② 4分の3に関しては、病院事業債
で財源を措置することが可能。

0 合併特例事業債については、市が償還。もっとも、
元利償還金の70 % が後年度の普通交付税の
基準財政需要額に算定される仕組み。

0 病院事業債については、センターが償還。この場合に
おいては、ピーク時の平成30年度にも、営業収益

(約104.7億円)に対する元金分の償還金 (約3.1億円)の
割合が3 % 程度にとどまる見込み。



新病院整備事業費の財源の内訳
(平成23 ~ 26年度)

(単位 :億円)

･

見直し前 見直し分 見直し後

国負担分
(地域医療再生臨時特例交付金)

2 6 .7 ･ 2 6 .7

市負担分
r - - - - - - - - - - - - - - - -一 - - - - - - - -
1

:合併特例事業債
-
I
l
‘

:一般財源(負担分)

2 2 .6 8 .8 3 1 .4

合併特例事業債 1 6 .9 8 .8 2涎ヒ6

一般財源(負担分) 5 .7 5 .7

センター負担分
r - - - - - - 【【- - - - - - - -
1

l病院事業債
1
-
I、
-

:一般財源(貸付分)

5 6 .7 2 6 .3 8 3 .O

病院事業債 5 0 .7 2 6 .3 7 6 .9

一般財源(貸付分) 6 .1 . ▲、o .o 6 .1

合 計 1 0 6 .O 3 5 .○ 1 4 1 .O

(注) 各計数は、職員用の立体駐車場の建設に係る保証金(1.o億円)並びに建物補償費用(1.o億円)、
営業補償費用印4 億円)、テナント解約費用 (00 億円)及び境界調査費用 (0.0億円)を除く。



新病院整備事業費の見直 uこついて

平成25年5月20日

桑名市
桑名市総合医療センター



新病院整備事業の基本設計の概要
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｢桑名市総合医療センター基本構想 ･基本計画｣(平成24年7月桑名市) - 抄 -

【基本計画】

翅.施設の概要

2.土地利用計画

既存敷地1に現在ある建物は残し、予定敷地3に新棟を建設します。既存建物の

うちB, c棟については、築後30年 ~ 40年が経過した建築物であるため、新棟建築後、

将来的には解体予定です。

また、既存敷地2に立体駐車場の建設整備を検討し、予定敷地4を含め、患者用 ･

職員用駐車場として600台程度を確保するよう努めます。



3. 建設計画

①施設規模

今回の計画は新棟の建設と、それにあわせ既存施設の改修も行うことになります。

新棟は、現在のE棟の東側の位置に建設するものとします。改修が必要となるD棟

ならびにE棟は、新棟との一体感を確保し、機能的な動線を確保するものとします。

既存のエネルギー棟については、必要に応じて構造的補強を行うこととします。

②建物の構成

新棟の構成としては病床数400床程度が望ましいが、既存建物の活用方法と

あわせ基本設計の中で検討を進めます。次期の計画では耐震基準を満たしていない

B, c棟の解体が計画されているので、将来計画も含め今後検討を進めます。

新棟には、救急、手術、病棟の配置を行い、その他の部門配置については既存

建物の配置検討とあわせ基本設計の中で決定します。
病棟構成については、一般病棟は1病棟当たり45床程度の病床数とし、ICU/H cU、

sCU、CCUを合わせて16床程度、N ICUを3床程度整備します。病室は、4床室と個室の　
　

構成とし、有料個室の割合は全体の30 % 程度とします。



6. 設備計画

⑧その他

口患者の療養環境を重視した施設整備をめざします

･ 療養環境に配慮するとともに、患者や家族にとって分かりやすく利用しやすい

動線を備えた設備配置とします。

･ 多床室は川又納スペースやアメニティを確保するとともに、プライバシーに配慮した

構造とします。

･ ユニバーサルデザインやバリアフリーの視点を踏まえ、施設を利用するすべての

人に対して快適な空間を提供する施設整備を行います。

･ 来院者が利用する諸室は、利便性に考慮して、エントランスからの動線が分かり

やすく短くなるように配置やサインシステムの整備を図ります。

･ 患者やその家族など病院を利用する人が利便しやすいアメニティ機能の向上を

図るサービス施設として、売店やATM などの配置を検討します。



口安全で災害に強い施設整備をめざします

災害時に必要となる医薬品や食料等を備蓄し、災害に備えた施設構造や必要な

設備の整備に努めます。

大規模地震等の災害時において、病院機能の維持や患者やスタッフの安全を

確保するため、建物は免震構造を原則とします。

津波や洪水の際にも病院機能が継続できるよう、非常用発電設備や飲用受水槽、

医療機器など主要な設備の設置場所に配慮します。

熱源機器のエネルギーとしては、病院としての特性を考慮し、電気、ガス、

石油等の利点、欠点を充分に検証したうえで、最も有効かつ安全性のある組み

合わせを検討します。

平常時から自然採光、自然換気など自然エネルギーを活用する施設計画を行い、

災害時のエネルギー需要低減を図り、備蓄燃料の依存期間の長期化を図ります。



｢提言書｣(平成24年7月3日桑名市議会新病院の整備等に関する特別委員会) - 抄一

1. ｢救急を含む入院が可能な小児医療の充実｣、｢安心してお産ができる周産期医療の

充実｣、｢24時間安心して任せられる救急医療体制の構築｣については、本市の喫緊

の課題であり、重点的な整備を図ること。



新病院整備事業費の資金の流れ
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l 平成2 3 ~ 2 6 年度 : 1 4 T .0 億円 !
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一 負担

f:〆- ん ｣ し前
蔭司 .ノ[、 後

H 2 3 2 4
′ - ′刀
′ 2 4

H 2 4 1 2 1.2
H 2 5 2 .7 ○.3 3 .○

日つA 1 n 容 8 .5 乍9 1
合計 16 9 8 8 2 5 .6

(注) 各計数は、職員用の立体駐車場の建設に係る保証金 (1 0億円) 並びに建物補償還用 (1 0億円)、営業補償費用 (○.1億円)、 テナント解約費用 (0 .0億円) 及び境界調査費用 (0 0億円) を除く。 7



新病院整備事業費に係る合併特例事業債の
償還計画(機械的な試算)

【試算の前提】
0 施設整備に係る合併特例事業債については、5年据え置き、25年で償還。年利1.8 % を
想定。

:: ○ 設備整備に係る合併特例事業債については、1年据え置き、4年で償還。年利0.5 % を
想定。

年度

見直し前の
償還見込額

見直し後の
償還見込額

増減

元金 利息 計 元金 利息 計 元金 利息 計

H 2 4 0 ･0 0 ･0 0 ･0 0 ･0 0 ･0 0 ･0 Q o 0 ･0 0 ･0

H 2 5 0 ･0 0 ･1 0 ･1 0 ･0 0 ･寸 ○.乍 0 ･0 0 ･0 Q o

H 2 6 o o 0 ･1 0 1 Q o 0 ･1 0 ･て 0 ･0 0 ･0 0 ･0

H 2 7 0 .2 0 3 ○.4 ○.2 ○.4 ○.6 0 ･0 ○.2 ○.2

H 2 8 0 ･7 ○.3 1 0 0 ･7 ○.4 1 ･づ 0 ･0 0 2 0 .2

H 2 9 O B 0 3 1 1 ○.8 ○.4 1 2 0 ･0 ○.2 ○.2

H 3 0 ○.9 ○.2 ↑･乍 ○-9 ○.4 イ.3 0 ･0 ○.2 0 .2

H 3↑ 0 8 ○.2 1 0 0 8 ○.4 乱2 0 ･0 ○.2 0 .2

H 3 2 0 5 ○.2 ○.8 0 8 ○.4 1 2 0 3 ○.2 0 .4

H 3 3 0 5 Q 2 0 8 0 8 ○.4 1 2 0 3 ○.2 ○.4

H 3 4 0 5 0 2 0 8 0 .8 0 .4 1 .2 0 3 0 ･1 0 .4

H 3 5 0 6 ○.2 O B 0 .8 ○.3 1 2 Q 3 0 ･1 ○.4

H 3 6 0 6 0 .2 0 8 ○.9 0 3 1 2 Q 3 0 1 0 4

H 3 7 ○.6 0 .2 ○.8 0 9 0 3 1 2 0 3 0 ･1 0 .4

H 3 8 ○.6 0 .2 0 8 ○.9 0 3 1 .2 0 3 0 ･1 0 .4

H 3 9 ○.6 0 2 ○.8 ○.9 0 3 1 2 ○.3 ○.乍 0 4

H 4 0 ○.6 ○.2 ○.8 ○.9 ○.3 1 2 G 3 Q T 0 4

年度

見直し前の
償還見込額

見直瑳挽の
償還見込額

増減

元金 利息 計 元金 利息 計 元金 利息 計

日4貸 ○.6 0 ･↑ 0 8 ○.9 0 3 1 2 0 3 0 ･1 0 .4

H 4 2 0 6 Q 1 0 ･7 0 9 0 2 1 2 0 3 0 1 ○.4

H 4 3 ○.6 0 1 0 ･7 ○.9 0 .2 1 2 0 .3 0 ･乍 ○.4

H 4 4 ○.6 。-づ 0 ･7 1 0 0 .2 1 2 0 .3 0 ･1 0 4

H 4 5 0 .6 0 1 Q 7 篭○ 0 .2 1 2 0 .4 0 ･1 ○.4

H 4 6 ○.5 ○.t ○.6 G 9 ○.2 1 0 0 .4 0 1 0 4

H 4 7 0 .5 0 ･1 0 6 0 9 0 .2 1 0 0 .4 0 ･乍 ○.4

H 4 8 0 6 0 ･1 0 6 0 9 0 ･1 1 0 0 .4 0 ･1 ○.4

H 4 9 0 6 0 ･1 0 6 0 9 0 ･1 1 0 0 .4 0 ･1 ○.4

H 5 0 ○.5 ○.乍 0 6 ○.9 Q↑ 1 0 0 4 0 ･0 ○.4

H 5 1 0 .5 0 ･1 0 6 0 9 0 ･1 1 0 0 .4 0 ･0 0 .4

H 5 2 ○.5 0 ･0 ○、6 1 ･0 0 ･1 1 0 ○.4 0 ･0 ○.4

H 5 3 ○.6 Q o 0 6 1 0 0 ･1 1 0 ○.4 0 ･0 ○.4

H 5 4 Q 6 0 ･0 Q 6 1 0 0 ･0 1 0 ○.4 0 ･0 ○.4

H 5 5 ○.5 0 ･0 G 5 0 9 0 ･0 1 0 ○.4 0 ･0 ○.4

H 5 6 0 4 0 ･0 ○.4 ○.8 0 ･0 0 8 ○.4 0 ･0 ○.4

累計 す7.↑ 4 .5 2 1 6 2 5 9 7 .4 3 3 3 8 .8 2 9 1乱7



新病院整備事業費に係る病院事業債及び一般財源(貸付分)の
償還計画(機械的な試算)

【試算の前提】

““○ 施設整備に係る病院事業債及び一般財源 (貸付分)については、5年据え置き、25年で
償還。病院事業債に関しては年利1.8 %、一般財源 (貸付分)に関しては無利息を想定。

{○ 設備整備に係る病院事業債については、1年据え置き、4年で償還。年利0.5 % を想定。

年度

見直し前の
償還見込額

見直し後の
償還見込額

増減

元金 利息 計 元金 利息 計 元金 利息 計

H 2 4 0 8 0 ･↑ 1 0 0 8 0 ･1 1 0 Q o 0 ･0 0 ･0

H 2 5 0 9 0 2 1★ 0 9 ○.2 乍.乍 0 ･0 0 ･0 Q o

H 2 6 0 9 0 3 1 2 Q g ○.3 1 .2 0 ･0 0 ･0 0 ･0

H 2 7 1 5 ○.8 2 3 1 5 1 2 2 .8 0 ･0 ○.5 0 5

H 2 8 2 7 0 8 3 .5 2 .7 1 .3 3 .9 0 ･0 0 5 0 5

H 2 9 2 9 O B 3 .7 2 .9 1 2 4 1 0 ･0 ○.5 0 6

H 3 0 3 .1 ○.8 3 .8 3 1 1 2 4 .3 0 ･0 ○.5 ○.5

H 3乍 2 .6 0 ･7 3 3 2 .6 1 2 3 .8 0 ･0 ○.5 ○.5

H 3 2 1 8 0 7 2 .6 2 7 1 2 3 .9 ○.8 ○.5 1 3

H 3 3 1 .9 0 ･7 2 .6 2 7 1 T 3 9 ○.9 0 4 乱3

H 3 4 1 8 0 7 2 .5 2 .7 ↑･↑ 3 .8 0 9 ○.4 1 3

H 3 5 1 9 ○.6 2 .5 2 .7 1 0 3 8 0 9 0 .4 1 3

H 3 6 1 9 Q 6 2 .5 2 .8 1 0 3 .8 0 9 0 .4 1 3

H 3 7 1 9 ○.6 2 .5 2 .8 1 ･0 3 .8 ○.9 ○.4 1 3

H 3 8 1 .9 ○.5 2 .5 2 .9 0 9 3 .8 ○.9 0 .4 1 3

H 3 9 2 .○ ○･5 2 .5 2 9 ○.9 3 8 1 0 ○.3 1 .3

H 4 0 2 .0 Q 5 2 .5 3 .○ ○.8 3 .8 t o ○.3 1 3

年度

見直し前の
償還見込額

見直し後の
償還見込額 増減

元金 利息 計 元金 利息 計 元金 利息 計

H 4 t 2 .○ 0 .5 2 .5 3 .○ ○.8 3 .8 1 0 0 3 1 3

H 4 2 2 0 G 4 2 .4 3 .○ 0 ･7 3 7 1 ･0 0 3 1 3

H 4 3 2 0 ○.4 2 .4 3 .○ 0 .7 3 .7 1 0 0 3 1 3

H 4 4 2 .○ ○.4 2 .4 3 1 ○.6 3 .7 1 0 0 3 1 3

H 4 5 2 .1 ○.3 2 .4 3 .1 0 .6 3 .7 1 1 ○.2 1 3

H 4 6 1 7 0 3 2 .○ 2 .8 0 5 3 .3 1乍 0 2 1 3

H 4 7 1 7 ○.3 2 0 2 .8 ○.5 3 3 1 1 ○.2 1 3

H 4 8 1 7 0 2 2 0 2 9 0 .4 3 3 1ず ○.2 1 3

H 4 9 1 8 ○.2 2 .○ 2 .9 0 4 3 .3 1 1 ○.2 1 3

H 5 0 1 8 ○.2 2 .○ 3 0 0 3 3 .3 1 2 0 .T 1 3

H 5乍 1 8 0 .2 2 .○ 3 .○ ○.3 3 .3 1 2 Q T 1 3

H 5 2 1 9 0 1 2 .○ 3 ･乍 ○.2 3 3 1 2 Q 1 1 3

H 5 3 1 9 ○.乍 2 .○ 3 .↑ ○.2 3 3 1 2 0 ･1 1 3

H 5 4 1 9 0 ･1 2 .○ 3 1 0 ･↑ 3 .3 1 2 0 ･1 1 3

H 5 5 1 7 0 ･0 1 7 3 .○ 0 ･↑ 3 .○ 1 3 0 ･0 1 3

H 5 6 1 4 0 ･0 篭4 2 .7 0 ･0 2 7 1 2 0 ･0 1 .3

累計 6 1 7 す3 .7 7 6 6 8 8 .0 を3 乍1 0 .3 2 6 .3 8 .6 3 4 .8



公立病院における経常収益に対する減価償却費の割合
(平成23年度)

黒字公立病院 赤字公立病院 全公立病院

箇所数
443か所
(5L 9 % )

4 10か所
(4 8 .1 % )

853か所
(10 0 .0 % )

経常収益
(単位 :億円)

2 5 ,0 1 8 .1

(6 3 .9 % )

1 4′1 2 o ･ 8

(36 .1 % )

3 9 ,1 3 8 .9

(100 .0 % )

減価償却費
(単位 :億円)

1′4 0 6 .O

(5 6 .o % )

1 .1 0 7 .1

(4 4 .o % )

2′5 1 3 .1

(10 0 .0 % )

経常収益に対する
減価償却費の割合

5 .6 %o 7 .8 %o 6 .4 %o

< 出典> 総務省自治財政局編｢平成23年度公営企業年鑑｣



桑名市総合医療センターの損益に関する試算
(平成24年度見込に基づく平成27年度推計)

【試算の前提】

0 ｢桑名市総合医療センター基本構想･基本計画｣に盛り込まれた平均在院日数及び
病床利用率並びに外来患者数の目標を基礎として、医業収益を試算。
○ 地方独立行政法人桑名市民病院運営費負担金の算定方法に従い、運営費負担金を試算。 ･
0 医業収益に対する給与費の割合を60 % 程度と仮定し、給与費を試算。
0 医業収益に対する材料費の割合を201 % に据え置き、材料費を試算。

｢桑名市総合医療センター基本構想･基本計画｣(平成24年7月桑名市)- 抄 -

【基本計画】

I .全体計画

3.平均在院日数･病床利用率
新病院の平均在院日数は、14日を目標とします。また、病床利用率は、90 % を目標とします。

4.外来患者数
平成23年度の1日当たり外来患者数は、桑名西医療センターで474人、桑名南医療センターで125人、
桑名東医療センターで556人、3病院を合計するとし155人でした。
現行の両病院における入院外来比率 (3.18)と同様とした場合、新病院での入院患者数 (目標)360人
(400床、病床稼働率90 % )に対して、外来患者数の見込みを推計すると、1日当たり14 44人となります。
但し、新病院は急性期病院としての役割を果たすため、地域の医療機関との連携を強化していくことを
前提に、段階的に外来患者数を減らし、1日当たり1,000人程度を目標とします。


